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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は宮城県南三陸沖の小漁村 、女川町江 島で筆者が継続 的に実施 して きた調査研究 の結
果 を取 りまとめたモ ノグ ラフであ り、伝統 的なアワ ビ鉤漁 が過 疎 一高齢化 のなかで いかな る変
化 をとげて きたか を社会心理学 の立 場か ら多面的にアプ ロー チ したもので ある。
概括す ると、第1章 は本研究 の課題 と方法 を、第2～3章 は江 島の過疎 一高齢化 を、第4～
9章 は アワビ鉤漁 とその変化 を主 テーマ としている。以 下に各章の要点 を述べ る。
第1章 「江島 アワビ鉤漁への社会心理 学的アプ ローチ」 は本研究 の課題 と方法 の提示部で あ
る。
は じめに、筆者が本格的 に調査 に着手 した1972年 か ら、漁場で の参与観察 に1つ の区切 りを
つ けた1997年 までの江島の様子 を、 出漁風景 を織 り込みなが ら点描 し、ア ワビ鉤漁 の骨格 を解
説す る。 これ をふ まえてア ワビ鉤漁 の特徴 的な側 面 として伝統性、協 同的組織性、地域的重要
性、お よび技能性の4点 を仮説 的に提示す る。
第2節 ではア ワビ漁 業研究 の前提 となる本邦産 ア ワビの種類 と分布、各種漁法 を整理 した う
えで、本邦ア ワビ漁業へのアワビ鉤漁 の位 置づけをお こな う。 アワビ採取 というとアマ(海 女、
海士)の 潜水漁法がイ メージされやす い し、実 際に多 くの研究 が これ にむ けてな されてい る。
しか しア ワビ鉤漁 は宮 城県 のご く一般 的な漁法で あるだけでな く、 アマ漁業 とな らぶ代表的な
漁法である ことを指摘 してお く。次 に水産学、水産 経済 学、漁村社会学、漁業地理学、民俗学
な どアワビ漁業を対 象 としている主要 な学問分 野における研究 動向を概観 し、本研究が準拠す
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る社会 心理学 、パー ソナ リテ ィー体 系 と社会、文化体 系の三者 の統 一的把握 を追 求す る社会 心
理学的アプローチについてふれ る。
第3節 は課題 の編成 と方法論の検 討 にあて られて いる。本論文 ではアワビ鉤漁 と過疎 一高齢
化 の双方 を視野 に入れ、全体 を5つ の課題 にまとめた。次 に本研究全体 にかかわ る視点 と方 法
論、デー タ収集 の方法 に論及 し、最 後に これまでの調査経過 を個 々の調査活動 に即 して整理 し
てお く。
第2章 「江島の過疎 一高齢化 と遠 洋漁 家の挙 家離村」では、過疎 一高齢化の進行経過 を跡づ
け、 これに人 口 ・世帯 の流出経路 を重ね 合わせ る。そ うした とき戦後 の江島 に最初 にあ らわれ
た過疎化への一大契機 として浮かび あが って くるのが遠洋漁家の挙家離村 であ る。
一般 に離島は生活 の利便性が低 く、それ 自体が 島民の他 出の潜在的条件 とな りやすい。 第1
節 と第2節 では江 島の地理 と生活 を、主要施設、 生活 基盤整備 の経過、江 島列島海域の漁場 ・
漁獲 生物、気 象 ・海象 な どの 自然条件、 島民の 日常的行 動圏、 漁業組織 ・契 約講 ・親類 関係な
ど生活組織 に即 して記述す る。江 島は宮城県沖 の小離 島にあ り、立地条件か らして在来 島民の
ほ とん どが沿岸 ・沖合 ・遠洋漁業で生計 を立てて きた純漁村 である。 生活物資 の大 半を地 域外
部 に依存 している。水道、光熱、道路 な ど生活基 盤が整備 された のは1965(昭 和40)年 以 降で
ある。 島民の行動 圏は江島 とその周辺海域 を中心 に して、 生活機能 の補完 の必要性か ら女 川 一
石巻圏 にお よび、最近では仙台圏に まで拡大 して いる。大正期 に運行 した女川 一江 島間 の定期
船 の利便性は時代 とともに向上 したが、 交通上の制約 は依然 として大 きく、他地域へ の 日常 的
通勤通学 はいまだ に実現 していない。
第3節 の目的は過疎 一高齢化 を もた らした直接 の要 因で ある人口 ・世帯の流出 の経路 を明 ら
か にす ることにある。1950(昭 和25)年 以 降の人 口と世帯数、高齢化率 の推移 の分析 による と、
(a)過密期(1950～1960年)、(b)人 口減 少期(1960～1970年)、(c)人 口 ・世帯減 少期(1970～1985
年)、(d)過 疎 一高齢期(1985年 以降)の4段 階を経て過疎 一高齢化 した と考 え られる。男女別年
齢構成の推移 と漁家世帯員 の移動 の分析 か ら、 遠洋漁船員の他 出と挙家離村、および 中学卒業
時の進 路選択 にともな う他 出の2っ が人 口と世 帯の主た る流出経路 となっていた ことが明 らか
にされる。 これ を踏 まえて第4節 で は遠洋漁家 世帯の挙家離村の背景構造 と、離 村への押 し出
し条件を解明する。江 島は幕末期以来、沿岸 の漁船漁 業、採貝藻漁業 とカツオー本釣 りな どの
沖 合漁 業の組み合せで年間の漁 業暦…が成 り立 って いた。1965年 前後か ら遠洋 カツオー本 釣 り漁
業が周 年操業体 制に移行す るにお よび、乗組員 の漁業暦 か ら沿岸漁業が削除 され、 遠洋 漁船乗
り組 み と沿岸漁 業 とに専業化 し、二極分離す る。 当時は沿岸 漁船漁 業が不 振であ り、沿岸 漁業
従事青 年層 の多 くが 隆盛期 のカ ッオ船 に移動 している。専業化 した遠洋漁 家に とり、江 島は生
業の場 としての意 味を もたな くな る とともに、留 守家族 の生活や子 どもの教育 には不便 な生活
地 とな り、女川、石巻方面へ の挙家離村が相次 ぐ。 青年乗 り組み層 も結婚 を契機 に転 出 してい
き、一 部沿岸漁 家は後継者不在 の状態 に陥 る。
江 島では高校進学 による青年層 の恒常的な他 出もまた過疎 一高齢化 の大 きな推進要 因 となっ
て いた。
第3章 「中学 生の進路選択 の変化 と漁業後継者 の流 出」は 中学 生の進路選択 の変化 を取 り上
げて いる。第1節 で は中学生の進路選択 を、成 人期へ といた る青年期社会化水路の選択 と して
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とらえ、 中学生 ・青年層 と保護者 ・成人層 の社会化 の世代間相互作用 の視点 か ら、本 章で分析
す る5つ の作業課題 を提出する。
第2節 の課題は決定進路の動向分析 をとお して進路の変化 を明 らかにする ことにある。分析
用具 として三叉路、学業継続 ・就 業、 地域残留 ・離脱、 地域構 造準拠 ・非準拠 の4つ の進路類
型 を構成 し、1955～1993年 度卒業生676人 の進路 を分析 した。そ の結果、(a)1955～1974年 にかけ
て低進学地域であ った江島は、 その後 一挙 に高進学地域に変貌 した こと、(b)こ の過程 は昭和30
年代、40年 代、50年 以降の3段 階を経て進行 したが、 男子 と女子の経過 は同 じで はなかった こ
とが明 らか になる。女子は昭和30年 代 の離脱 一地域構造 非準拠 一就職 ・就業型か ら40年 代 の離
脱 一非準拠 一就職 ・進学 型を経 て、50年 代 の離脱 一進学 ・学業継続型へ と変化 した のにたい し、
男子では昭和30～40年 代 の残留 一地域構造準拠 一就職 ・家業型か ら50年 代 の離脱 一進学 ・学業
継続型へ と直接変化 して いる。高校進学化 に着 目すれば江 島の過疎化は昭和50年 以降 に本格化
した ことになる。 しか し女子で は昭和30年 代 にお いてすで に離脱型水路が一般的で あった こと
か ら、男子 よ りも早期 に過疎化 の進行役 を演 じて いた といえる。地域構造へ のリクルー ト機能
を担 っていたのは昭和40年 代 まで の男子で あった ことにな るので あるが、残留型の主流は遠洋
漁船 乗 り組み にな っていた。地域漁業が二極分離 して いた この年代 にお いてすで に、 アワビ鉤
漁 を含 む沿 岸漁業へ の リクル ー ト機能 は失 調 しつつあ った。 これがそ の後 に過疎 一高齢化 と
なって顕在化 して くる。
第3節 では昭和40年 代以降の進路態度 を、予測 一理想 ・期待 一逆理想 ・逆期待の水準で分析
す る。 昭和50年 代 にな ると理想 一期待進路が進学型 に収敏 し、他はすべて逆理想 一逆期待進路
となる。 こう した態度 の転換は昭和50年 ころに生 じた とみ られ る。第4節 では漁業継承 にたい
す る中学 生の態度 と保護者の期待 を分析 して いる。昭和55年 以降 になる と中学生は継承 には消
極 的、否定的 とな る。保護者の側で も継承期待が消失す るとともに離村展望が具体 化、現実化
して い く。 中学生 の進学型水路は、保護 者の老人期離脱型の展望形成 と表裏の関係 で一般化 し
た ので ある。
第5節 は進学型水路への準備体 制の問題 を扱ってお り、 中学生の行 動空間の変質 を、 家事家
業手伝 いへの要求程度、生活 時間の配分、 および学業達 成度 の3つ を指標 に して分析す る。進
路選択 の変化 を進学型水路へ の準備体 制 と親和的態度 の形成 としてみる と、 昭和40年 代 の申学
生は55年 以降の 中学生よ りも日常的に家事 家業手伝 いに組み込 まれ てお り、総 じて 自宅 学習時
間は短か い。 この傾向は とくに昭和40年 代の男子に顕著 であ り、進学 型水路選択 を保証するよ
うな準備体制の形成の場が限定的であった といえる。 中学生の学業達成度 は年代 的に上昇 して
いることか らも、 中学生の適 応空間は、 昭和40年 代の家事家業型 ・学校型 の複合 的行動 空間か
ら、学校型 一進学水路型の単一的構造 の空間へ と変質 した と考 え られ る。 これ は中学 生 ・青年
層 の進路選択 にた いする保護 者 ・成 人層 の態度の変化 の結果 で もあ り、将来 の生活地展望 の変
化 をともな うことになる。
第6節 は 中学生 一保護者 の進路選択以後 の将来展望 の変化 を、 生活地へ のみ とお しを軸 に し
て分析 している。 これによる と将来 の生活 地 として保護 者を含 む成 人層、 中学生 ともに石巻 圏
を高 く評価するよ うになって いる。 また最 終的な生活地 への展望 も石巻型が主流 を占めるよう
にな り、江島は将来の生活地 として の地位 を喪失す るようになる。
二極分離後の沿岸漁 業は、 青年期社会化 水路選択 の歴 史的変化 とともに、人的 リクルー ト源
を失 うことになる。現在 のアワ ビ鉤漁 は この延 長線 上におかれ ているので ある。
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第4章 「江島漁業におけるアワビ鉤漁 の位置 と構造」で は地域 的重要性 と組織性 の双方 の側
面か らア ワビ鉤漁 をみて いる。第1節 にお いては沿岸漁業 にお ける主要漁種、漁家 の漁業従事
類型、 および宮城県 下のアワビ生産地域の3つ の レベルで の比較 をとお して、重要漁種 と して
のアワ ビ鉤漁 の変遷 を跡づ ける。 ここか ら江 島は もともとが採貝藻漁業 中心 の漁村 として の性
格 を強 くもち、 アワビ鉤漁は伝 統的 に重要漁種 として の地位 にあっただけでな く、宮城県下で
も有数 のアワビへ の高依存地域であった ことを指摘す る。
第2節 ではアワビ生産 に関連す る活動の総体 をアワビ生産 システム とし、 これ を構成す る活
動群 の概要 を示す。近代的技術 によ る海 中造 林 と人工稚貝増養殖事業はア ワビ鉤漁 とは別系統
のアワビ生産活動で あるが、アワ ビ鉤漁の不振が 引き金 とな って導入 された ものであ り、 アワ
ビ鉤漁 の地域的重要性 の反映 と解 釈でき る。 しか し近代化 した のはア ワビ生産だけではなかっ
た。近代 的装備 によ る組織的外 部密漁による被害は一般漁場 のみな らず稚貝放流の管理漁場 に
まで広が って いる。漁業者に与えた経済 的、心理的影響は大 き く、ア ワビ稚貝中間育成業者 の
モ ラール の低下 をひ き起 こした と推 定される。順調 に生産量 をのば した増養殖 ・放流事業は、
漁業者 の高齢化、相次 ぐ密漁被害によ り停 止状態 にな る。
第3節 の課題は組織性 とい う観点 か らア ワビ鉤漁 を構成す る単位活動を抽出 し、 その機能 と
相互 の関連 について検討する ことにある。 アワ ビ鉤漁 とは狭義 には一般漁場 におけるア ワビ採
取活動で あるが、広義 にはアワビの生産 一販 売活 動の全体的 システムであ り、(a)組 合総会 にお
ける年間計画 の決定、(b)入札による月間計画の確定、(c)開 口の決定、(d)漁場への出漁、(e)沖検
査、(f)選別、(g)計量 と伝票 の作成、(h)出荷、(i)仕 切 り伝 票の精算 とい う、 それぞれ に独 自の機
能 を有す る9つ の単位活動か ら構成 され る組織 的活動の総体 として とらえ られる。 次いで これ
らの単位活動の役割構 成 と活動 内容、 関連す る外 部環境 の特定 をお こない、 以下 の各章への展
開 をはか る。
第5章 「入札 と出荷」 は販 売部 門 として一括される7つ の単位活 動を取 り上げ、 これ らの役
割構 成 と活動内容を 中心に記述 している。本 章では これ ら7つ の単位活 動を機能 に応 じて2つ
に分けて いる。第1節 では年間実施 計画 の確 定 と出荷 ルー トの確保 に焦点 をあわせ、 年間事業
計画、入札のための月間採取計画 の立案、お よび買受 人 と落札価格 の決 定に関連す る条件 を分
析する。年間計画は組合執行部 が前年度実績 に もとついて立案 し、 組合総会 で承認 可決 される
ことによ り確 定する。江 島漁協 は基本 的に県漁連依託 型の出荷 形態を とってお り、組合産 業部
が月間 の採取数量 と開 口回数 を計画 し入札会 にのぞ む。11月 期の月間計画案 は前年度 同期 の実
績、12月 期は当該年度11月 期実績 にも とつ いて立て られ る。 ア ワビの販 売単価 は市場 出荷 量、
供給量 の月間変動、品質な どの条件 によって左右 されるが、なかで も宮 城県 に先立 って入 札会
が実施 される本邦有数のアワビ生産地で ある岩 手県 の落札 状況の影響 が大 きい といえる。第2
節の記述対象は沖検 査、選別、 計量 と伝票作成、集荷 と出荷、および代 金の授受 な どの出荷販
売ルー トにア ワビをのせ るための手続 きにかか わる活 動である。過疎 一高齢化 によ り組織構成
員が老齢化 している ものの、販 売部 門は流通 業者 との契約関係で活 動す る組織体 であるため、
その構 成 と活 動内容その ものに大 きな変化 はない と考 え られる。
第6章 「各船の舟内構 成の変化」では、生産部 門の基 本単位 である各船 の乗組員が、後継者
不在の もとで どのよ うに変化 したか、それ にたい して どのよ うに対応 してきたか を詳細 に追尾
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する・第1節 と第2節 では、伝 統的な各船内部の役割の配置 と活 動構成、漁場 で展 開され る採
取 一操船 のダイナ ミクス、および伝統的な役割移行サイクルの記述を とお して、 アワビ鉤漁 の
伝統 的継承 を可能 にさせてきた ものが青年層の新規参加、 およびヘコダイ(副 操船役割)→ ト
モヌ リ(副 採取役割)→ ナカヌ リ(主 採 取役 割)→ トモヌ リ(副 採取役割)→ カ ジマ オシ(主
操船役割)と いうきわめて単純 な役割移行 システムであった ことを指摘す る。
これ を うけて第3節 で 過疎 一高齢化 による伝統 的役割移行 シス テムの失調過 程 を取 り上げ
る。各船乗組員の変化の分析 か ら、(a)乗組員総 数の減 少、(b)女 子乗組員 の増加、(c)乗組員 の高
齢化、(d)1隻 あた り乗組員 の減 少、(e)2人 乗 りの増加 と乗組員配置 の縮小、お よび(f)出漁隻数
の減少が指摘 される。 これ にもとついて さ らに乗組員数、性、 年齢、乗組員 の離脱 と新規参加
の契機、結合関係、役割移行、 各船 の解体 のそれぞれ にっいて分析 したと ころ、 リクルー ト源
の変化、素人化、 役割移行ルー トの短縮、 同一役割へ の固着、役割 の飛び越 しと逆行、家族化
と少数化な どの変化 が浮かび あが る。
現在のア ワビ鉤漁 は伝統 的な舟 内役割 を再規定す る ことによって維持 されて いると考 え られ
るのであるが、 もう少 し一般的 にいえば、青年層 の リクルー トが絶たれた後 に成人期化 した老
人層によって、 つま りは老人期 の意味 を変質 させ ることによって命脈 をた もってきた といえよ
う。
第7章 「漁携具」で は漁携具 をとお して アワビ鉤漁 の変化 を検討す る。 第1節 では漁場での
移 動 と操船用 の、第2節 ではア ワビの発見 と採取 のため の漁携具 の使途、形状 と仕 組み、製作
と補修、 な らび に近年 にあ らわれた変化 を取 り上げ る。 これ らの変化のなかで過疎 一高齢化 と
の関係で生 じた もの として、操船面では小型ス ク リュー の浸透、 アワビの発見 と採取では老眼
鏡 の使用が あげ られ る。前者はカ ジマオ シの高齢化 と女性化 による推進力の低下 を、後者はナ
カヌ リの視力 の低下 を補 うため にア ワビ鉤漁 にあ らた に組み込 まれた ものであ り、 過疎 一高齢
化 による操船 一採取能力の低下への対応策 とな って いる。
第8章 「開 口」の課題は、 開 口を生産部 門である出漁 を作動 させ る活 動システム として とら
え、そ のメカニズム と過疎 一高齢化 による変化 を、協同的組織性 と技能性 の側 面か ら明 らかす
る ことにある。
第1節 では開 口の形態 と実施 回数 の変化 の経過 を概 括的 に跡づける。第2節 は開 口判 断が準
拠 して いる原則の解明 に照準をさだめる。 このために開 口予告 と最終 判断の2つ の関門に関連
す る社会 ・経済的条件 と自然 ・生態学 的条 件を枚挙 していき、 これ らの条件相互 の関係 を検討
す る。そ の結果 、開 口は共同性、 生産性、安 全性の3つ の原 則 に準拠 して判 断され ている との
結論 に達 した。過疎 一高齢化 との関係か らする と各船 の操船 一採取能 力の低下 によって安全性
原則が強化 されるよ うになる と仮説 的に考 える ことが できる。
第3節 では開 口決定の最終 段階にお こなわれる安 全性 判断のための技能が いかな るものであ
るか を明 らかに しよ うとして いる。安全性 判断の対象 となるのは波や風 な どの自然条件で ある
が、ア ワビ採取 場面は岩礁域 となるため、 とりわけ波浪 強度 の判 断には細心 の注意がは らわれ
る。最初 に開 口日と非開 口日の波 高を気 象庁測 定の観測 値を用いて比較 してみ る。 この結果、
開 口は有意に波高の低い 日となって いる ことが示 され る。次 に面接法 によ り漁業者 に開口 日波
高 を想起 して も らった結果、実 際 の開 口 日波 高 と面接 調査結果 には大 きなズ レが見 い出 され
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た。検討 の結果、調査 の方法 に問題が ある との結論 に達 した。 漁業者は岩場域 の波 しぶきへの
注 目という非常 にシンプル な方法で、波 の物理 的強度 を判断 していたのであ り、 これ を波 高 と
いう指標で表現する方法 をもって いなか ったので ある。 ここで漁 業者の波浪判 断の方法 に即 し
た研究方法の開発が もとめ られ る ことになる。
そ こで波浪映像 を用いた刺激尺度 を作成 し、 これ を用いて漁 業者 ・非漁業者 を被験者 とす る
実験的研究 をお こなった。第4節 は これ の報告 である。 実験 の結果、漁業者 は低 リスクの波浪
状態 を基準に して開 口判断 にあた って いる との結論 をえた。 この点 を確認す るため漁携体験 を
欠 く非漁 業者 を被験者 とす る実験 をお こな った。 ここか ら非漁業者 は漁業者 とは異 なった判 断
を している ことが明 らか になる。漁業者 は漁場へ の出漁経験 を とお して波浪判断 のための認知
的枠 組を形成 していると考 え られ る。
最後 に第5節 で過疎 一高齢化時態 にお いて波浪判断 が どのよ うに変化 したか をみる。過疎 一
高齢化 によ り安全性原則が強化 され るとの仮説 に反 して、過疎 一高齢期 にお いて は以前 よ りも
中 リスク、高 リスク状態で の開口が多 くな って いる ことが明 らかになった。 この理 由について
検 討 した結果、共 同性原則 の強化が推定 された。
漁場へ の出漁 はアワビ生産 の実施部門 とな る単位活動 であ り、 アワビ採取 のた めの技能性が
もっともよ くあ らわれ る活動で ある。第9章 「出漁」 の課題 は各船が漁場で駆使す る技能 と、
過疎 一高齢化 による変化 を明 らか にする ことにある。
参与観察 と聞き取 りの結果 の検 討か ら、多量 のアワビの採取 を旨 とす る各船の 出漁活動は、
漁場 の選択 と漁場間移動、漁場内での探索移動 コース の判 断、お よび的確な鉤 引採取 の3種 の
活動か らな ると考 え られた。
第1節 にお いて は漁場選択 を取 り上げ、漁場間 の移動が いつ、 どのような ときにお こるか、
またそれ はどのような条件 との関係でお こなわれ るか を分析的 に記述す る。漁場 の選択 には気
象、海象な どの自然的条件、ア ワビ棲 息量の見込み にかかわ る海底 の生態学的条件、他船 の動
きか らえ られ る個 々の漁場への漁獲圧 の付加程度 に関す る情報が判 断材料 とな ってお り、各船
の漁場 レパー トリーの枠 内で これ らが総合的 に判断 され る とみ られ る。
第2節 では選 択 した漁場内で のア ワ ビ発見 のた めの探索移 動が、移動 コース のプ ランニ ン
グ、 アワビの探索、発見 と確認の活 動か ら構 成 されて いることをまず指摘 し、次 いでそれぞれ
を規定 してい る条件 を明 らか にしている。漁場内移動 のプランとコース選択 にも漁場選択 と同
様 の条件が関与 して いるが、未明早朝か ら出漁す るので、 ヒノマ ワ リ(太 陽の運行)は 発見効
率 を左右する大 きな条件 となっている。ア ワビの発見 には海底面か らのア ワビの弁別 と大小 の
確認 の2つ の側面が あ り、採取者 が漁 場海底 につ いて もって いる認知 図との照合が重要な役割
を果た してい る。そ して これ らの活 動全体 は海 中照度 によって影響 され るとみ られ るので、最
後 に海 中の明 るさとア ワビの発見、 および移動 コース の選択 の関係 を乗船観察の結果 にもとつ
いて検討す る。
発見 したア ワビの鉤引採取はご く短 時間 に終了す るが、採取 のた めのプ ランニ ング、採取位
置 の調整、タケ ツギ、鉤引剥離、 タケタグ リ、 取 り込み の6つ の活動か らなる一連 の過程であ
り、第3節 ではそれぞれの活動 のポイン トとその阻害条件 を検討 し、鉤 引採取の技能 を明 らか
にして いく。
第4節 では探索移動 コース、鉤 引採取 動作 、および採取量 の変化 をとお して、過疎 一高齢化
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時態 にお ける出漁活動の特徴 を検 討する。 アワビ鉤漁の過疎 一高齢化は乗組員 の少数化、女性
化、 高齢化 として と らえる ことができるが、 これ によ って 出漁活動が どのよ うに変化 したか を
分析す る。事例数が限 られているな どの制約条件はあ るが、加齢 にともな う(a)探索移動 コー ス
の深場か ら浅場への変更、(b)鉤 引採取動作の遅延、および(c)採取量の低下が確認 され た。以 上
の点 は、乗組員 の高齢化によ り採 取活動 全体 にお とろえが生ず ることを意 味 して いる。 しか し
本 節で分析対象 としたナカヌ リの多 くは高齢化 して もなお標準以上の水揚げ を していた。 この
ことは発見 一採取能力が低 下 して も、漁 場の移動判断や漁場内での探索移動 にかか わる諸技能
によって、採取量の低下がカバーされ ている可能性 があ ることを示 唆 して いる。
「おわ りに」 では本研究 の作業枠組 としたアワビ鉤漁 の4つ の側面、伝統性 ・協 同的組織性 ・
地域的重要性 ・技能性 にそ って全体 をふ りかえ り、残 され た調査研究 上の課題 を整理す る。最
後 に方法論上の課題 として、 モノグラフ的研究 の限界 を こえるためのエクステ ンシブな比較研
究への展開、 および社会化 の世代 間相互作用 の理論化 の2点 を指摘す る。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
戦後 の社 会変動 の過程で本 邦沿岸漁 村 は ドラス テ ィックな変化 を こうむ って いる。本 論文
は、宮城県 の小漁村、女川 町江島 をフィール ドに過疎 一高齢化事態 におけ る伝 統的な アワビ鉤
漁の変容を、漁 業者 の社会化 の視点か ら多面 的にアプ ローチ した社会心理学的モ ノグ ラフ研究
である。論文 は9章 か ら構成 され る。第1章 は課題 と方法 の検討、第2～3章 は対象地域 の過
疎 一高齢化過程 の分析、第4～9章 が アワビ鉤漁 の変化 の分析 に当て られて いる。
第1章 では、 水産学 ・水産経済学 ・漁村社会学 ・漁業地理学 ・民俗学な どアワビ漁業 をめ ぐ
る主要学問分野 にお ける研究動向 を概観 し、そ こに社会心理学的 アプローチ を位置づ けるとと
も に、江 島アワビ鉤漁 のもつ伝統性 ・協 同的組織性 ・地域的重要性 ・技能性の4点 を作業仮説
に して研究課題群 を整理 し、それへの接近枠組 と方法論的視点、デー タ収集の方法が論述 され
ている。
第2章 では、江 島の過疎 一高齢化 を分析 し、人 口 ・世帯 の主た る流 出経路 として遠洋漁船員
の他出 と挙家離村、お よび 中学卒業時の進路選択 にともな う他 出の2つ を指摘す る。遠洋漁家
世帯 の挙家離村 は1960年 代 に始 ま る本 邦遠洋漁 業 の周年操 業化 に ともな う遠洋漁船 乗 り組み
と、沿岸漁業 への地域 的二極分離 のもとで、遠洋漁船員が家族生活 の利便性、次世代 の結婚、
教育問題 などを契機 に他出 して いった ことを実態的 に跡 づける。
第3章 は、 中学 生の進路選択 を、成人期へ といた る青年期社会化水路の選択 として とらえ、
中学生 ・青年層 と保護者 ・成人層 の社会化 の世代間相互作用 の視点か ら、高校 進学化 と過疎 一
高齢化の関係 を長期 間の進路調査結果 に もとついて分析す る。1964～74年 にかけて低進学地域
で あった江島は、1955年 前後 ・1965年 前後 ・1975年 以降 の3段 階 を経て高進学地域 に変貌 した
とし、 この過程 を進路態度、家業継承へ の態度 と期待、進学型水路へ の準備体制 と学業成績、
進路選択後の将来展望 の諸側面 につ き細 密に分析 し、 中学生 の進学型水路の地域的一般化が、
中学生の側の家業継承 への消極 的 ・否定 的態度 の浸透、保護者 の側で の継承期待 の喪失 と老人
期の地域離脱 型の展望形成 と表裏 の関係で進行 した と結論づ ける。
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第4章 では、地域的重要性 と組織性 に焦点づ けてア ワビ鉤 漁の位 置 と構成 を記述す る。江 島
は伝統的 にアワビ鉤漁 を重要漁種 として きただ けでな く、宮 城県下で も有 数のアワ ビへ の高依
存地域で あった。 こうしたア ワビ鉤漁 を構成す る単位活 動 を抽 出し、その機 能 と相互 の関連 に
つ いて検討 し、ア ワビ鉤漁 とは狭義 には一般漁場 にお けるアワ ビ採取活動 であるが、広 義には
それぞれ に独 自の機 能 を有す る9つ の単位活動 か ら構成 され る生産 一販売活 動の総体 として と
らえる。
第5章 以下においては、 これ らの単位活動 にそ くして過疎 一高齢化事態 にお けるアワビ鉤漁
の変容 を記述分析す る。
第5章 は、販 売部 門 として一括 され る7つ の単位活動 の変化 を取 り上げて いる。そ して組織
構成員 が老齢化 して いるものの、販売部門が流通業者 との契約 関係で活動す る組織体で あ り、
その構成 と活動 内容 そのものに大 きな変化はな い ことが示 され る。
第6章 は、 生産部 門の基本単位で ある出漁各船 の乗組員 の後継者不在 のもとで の変化 とそれ
へ の対応 を役割移行 の視点か ら追尾す る。は じめに、 アワビ鉤漁 の伝統的継承 を可能 にさせて
きた ものが 青年層 の新規参加 と、 きわ めて単純 な舟 内の役割移 行 シス テムで あった こ とを示
し、 この移行 システ ムの失調過程 を分析す る。そ の結果、乗組員総数 の減少 ・女子乗組員 の増
加 ・乗組員 の高齢化 ・出漁隻数の減少 に対 し、 リクルー ト源 の変化 ・素人化 ・役割移行ルー ト
の短縮 ・同一役割へ の固着 ・役割 の飛び越 しと逆行な どによ り対応 してきた ことを明 らか にし、
青年層 の リクルー トを絶たれて後、伝統 的な舟内役割 を再規定 し老人期の意味 を変質 させ るこ
とによって命脈 を保 ってきた と結論する。
第7章 では、漁携具の変化 を取 り上げ、 過疎 一高齢化 によ る操船 と採取能力の低下へ の対応
策 として の小型ス クリュー と老眼鏡の浸透 を指摘す る。
第8章 は、生産部門の出漁 を作 動させ る活 動 システムであ る 「開 口」 のメカニズム と過疎 一
高齢化 によるそ の変化 を分析 する。 開 口判 断に関連す る社会 ・経済的、 自然 ・生態学的条件相
互 の関係 の検 討か ら、共同性、 生産性、安 全性の3っ の原 則 を抽出 し、 各船の操船 と採取能力
の低下 によ り安全性原則が強化 され るよ うになる と仮 説する。次 に、安全性 判断の主要対象で
ある波浪強度 を漁業者は岩場域 の波 しぶ きへの注 目とい う非常 にシンプルな方法 で判断 してい
ることを明 らか にした。波浪 映像刺激 尺度 を作成 し、漁 業者 ・非漁業者 を被験者 とす る実験 的
研 究 をお こなった結果、漁業者 は低 リスクの波 浪状態 を基準 にして開 口判断にあたっている こ
と、非漁業者は漁業者 とは異なった判 断を してい ることを指摘 し、漁業者は漁場への出漁経験
をとお して波浪判断のための認知 的枠組 を形成 している と結論する。最後 に、過疎 一高齢化事
態 にお ける波浪判断の変化 を分析 し、安全性原 則が強化 され るとの仮 説に反 して、過疎 一高齢
化 以前よ りも中 リスク、 高 リス ク状態で の開口が多 くなって いる ことを明 らか に し、共 同性原
則の強化が背後にある ことを示唆す る。
第9章 は、ア ワビ生産 の実施部 門 となる出漁行 動の変化 の分析に当て られている。参 与観察
と聞き取 りの結果 の検討か ら、 出漁活動は漁場 の選択 と漁場 間移動、漁場 内で の探索移動 コー
スの判断、鉤引採取の3種 の活動か らな る とし、これ らの活 動の構成 と規定条件 を明 らかす る。
次 いで探索移 動コース、鉤 引採取動作、採取量 の変化 を とお して、過疎 一高齢化事態 にお ける
出漁活 動の特徴 を分析す る。事例数が限 られて いるな どの制約条件 はあるが、加齢 にともなう
探 索移動 コースの深場か ら浅場へ の変更、鉤 引採取動作 の遅延、 および採取量 の低下 を確認す
る。 以上の点 は、乗組員 の高齢化 によ り採取活動全体 に衰 えが 生ず る ことを意味 して いるが、
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よ り詳細 な検 討の結果、発見 一採取 能力が一定程度低下 して も、漁場の移動判断や漁 場内での
探索移動 にかかわる諸 技能 によって、採取 量の低 下が カバー されて いる可能性があ ること、ア
ワビ鉤漁 が高齢化 した漁業者 の技能 によって も維持 されて いるヒ とを示唆す る。
最終章では、研究全体 の知見が整理 され、 モノグ ラフ的研究 の限界 を超 え るためのエ クステ
ンシブな比較研究 への展開、老年期 にお けるアイデ ンティテ ィ形成 と社会化、および世代間相
互作用を軸 とす る社会化 の理論化が あ らたな課題 と して提 出され る。
本論文 は、江 島 という特定漁村 にお ける伝統漁携 の変容 をテ ーマ としてい るが、それが地域
の伝統 的社会化 システムの解体 と再編 の過程で、老年期社会化 の再規定 と変質 をともないっつ
進行 した との理論 的主張は、長期 にわた る研究成果 に裏打ち されて いる。 また現今 の高齢化 し
た社会状況における人び とのライ フサイ クル の変化 の問題 に通底 してお り、モ ノグ ラフを超え
た一般性 と説得性 を有 して いる。関連す る多方面 の学 問分野 の研究知見 を踏 まえた学際的な研
究枠組 み と多彩緻密で独 自の研究方法か らえ られたデー タが フィール ドワー クとしてのす ぐれ
た水準を支えてお り高 く評価 され る。 また地域 の伝統漁携 をとお して地域社会の変化 をとらえ
た ことは、社会心理学 的地域研究の一つ の方法 を提示す るとともに、他の関連諸学 との会合点
となるであろ う。論者 は、独 自の方法論 に立 ち、多様な調査法 を創案駆使 して伝統漁携 の変化
を社会心 理学 的に解 明す る ことに成功 してお り、そ の成果は社会化研究の裾野 を広 げて この分
野の今後 の展 開に大 きく寄与す るもので あると評価で きる。
よって、本論文 の提 出者は、博士(文 学)の 学位 を授与 され るに十分な資格 を有する ものと
認め られ る。
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